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最高裁平成 18 年 10 月 20 日第二小法廷判決
（平成 16 年（受）第 1641 号，株式会社エステートワン対株式会社整理回収機構，
第三者異議事件）
（民集 60 巻 8 号 3098 頁 , 裁時 1422 号 3 頁 , 裁判集民事 221 号 577 頁 , 判時
1950 号 69 頁 , 判タ 1225 号 187 頁 , 金法 1794 号 49 頁 , 金判 1254 号 23 頁 , 金判
1256 号 24 頁）
【参照条文】民法 369 条（譲渡担保）・民事執行法 38 条 1 項
事実
Ⅰ	 事実の概要
1　X（原告・被控訴人・上告人）は，平成 12 年 9 月 12 日，訴外Aから 400 万円
を利息年 24 パーセント（なお，遅延損害金の約定はない。），弁済期日を平成 13 年
3 月 11 日とする約定で借り受けた。
2　Xは，1 の消費貸借の際，Aのために自己所有の本件不動産に譲渡担保権を設
定し，平成 12 年 9 月 12 日，譲渡担保を原因とするAへの所有権移転登記を経由
した。
3　訴外 B（信用組合大阪弘容）は，Aに対する貸金元本および損害金合計 3 億
9247 万 3048 円につき本件債務名義を有していたところ，Bからその地位を承継し
たY（被告・控訴人・被上告人）が，本件債務名義に基づき，本件不動産について
強制競売の申立てをした。これにより，平成 14 年 6 月 28 日に競売開始決定がなさ
れ，同年 7月 1日，その旨の差押登記が経由された。
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4　Xは，1の消費貸借の際，Aに対し利息 8万円を支払ったが，当初の弁済期日で
ある平成 13年 3月 11 日を経過しても，元本の弁済をしなかった。そして，Xは，
弁済期経過後の平成 13年 3月 12日に 12万円を支払い，Aから弁済期を 3か月後の
同年 6月 11日に猶予された。しかし，Xは，同年 4月 11日，5月 9日に各 12万円
の利息を返済したが，同年 6月 11日に元本を弁済できず，その頃Aから，弁済期
を定めないで期限の猶予を受けた。その後も，Xは利息分として同年 8月 1日に 12
万円，平成 14 年 2 月 25 日に 48 万円，同年 3月 8日，4月 10 日，5月 10 日，7月
10日に各 12万円を支払った。本件不動産に対する差押登記が経由された直後の平成
14年 7月 25 日，Xは元本 400 万円をAに小切手により完済した。Aは，同年 7月
31日，本件不動産について，同月 30日解除を原因とする所有権移転登記を経由した。
5　本件は，平成 14 年 9 月 6 日，XがYに対し本件不動産についての強制執行（強
制競売）の排除を求めるべく第三者異議の訴えを提起したものである。
Ⅱ	 第一審および原審の判断　
1　第一審（大阪地判平成 15・2・5民集 60巻 8号 3112 頁）は，「譲渡担保権設定者
は，譲渡担保権者が換価処分を完結するまでは被担保債務を弁済して目的不動産を
受け戻し，その所有権を回復することができるというべきであり，このことは譲渡
担保権者の債権者が目的不動産に対して強制執行をした場合も同様に解すべきであ
る。・・・（中略）・・・Xは，Aに対し，本件不動産を譲渡担保に提供し，登記上も
その旨公示され，弁済期までにその元本は弁済していなかったものの，その後も利
息を支払い期限の猶予を得ており，元本の支払いをして・・・（中略）・・・本件不
動産につき，解除を原因とする所有権移転登記を経由したうえで，強制執行の不許
を求める本訴を提起するに至っており，このようなXは民事執行法 38条 1項の第三
者として異議権を認めるのが相当である」として，Xの請求を認容した。Yが控訴。
2　原審（大阪高判平成 16・6・30 民集 60 巻 8 号 3116 頁）は，譲渡担保の目的不
動産の受戻しと異議権について，まず，最一判昭和 62・2・12（民集 41 巻 1 号 67
頁）および最三判平成 6・2・22（民集 48 巻 2 号 414 頁）を引用し，譲渡担保権者
の処分後でも清算金の支払いまでは譲渡担保権設定者は目的不動産を受け戻すこと
ができるというXの主張を排斥した。つぎに，前掲最一判昭和 62・2・12 および
最三判平成 6・2・22 における債権者（譲渡担保権者）の目的不動産の「処分」には，
「任意の譲渡等」のみならず，「民事執行法による強制執行等」をも含むとする。こ
の理由として，「担保権者が自らの債権の満足を得るために任意に処分する権能を
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取得した不動産である以上，担保権者の債権者からしても，その債権に対する共同
引当て財産とするのが相当というべきだからである」ことを挙げる。また，「担保
権者の債権者による差押えは，実質的には，担保権者による処分とは，譲渡担保権
設定時の担保設定者の予測が異なるし，法律的には，清算前の担保権者の権利は差
押え可能な完全な所有権ではないので，被担保債権の弁済期日の前後を問わず，清
算金支払まで，担保設定者の受戻権を消滅させるものではない」というXの主張
に対し，「もとより，担保権者の債権者による差押えは，担保設定者の担保設定時
の意図とは異なる点があり得るが，担保権者の立場でみれば，担保不動産の処分に
よる債権の弁済という点でなお共通点があるといえなくはない。また，清算前の担
保権者の不動産に対する権利は完全な所有権ではないという点は，確かに譲渡担保
目的とされていない不動産の所有権と異なる点があることは否定できない。しかし，
金銭債権の引当てになるという点では，いずれの所有権においても異なるところが
ない」とした。そして，「前提事実によれば，Xは，その後，Aに対し，利息の弁
済をするとともに，弁済期日の猶予を得たものと認められる。しかし，Xは，この
弁済の猶予後に本件不動産の差押手続を終えた，Aの債権者であるYには本件不
動産の処分（受戻を含む。）を対抗できないというべきである」として，第一審を
取り消してXの請求を棄却した。Xが上告受理申立て。
判旨　
　
上告棄却。
Ⅰ　「不動産を目的とする譲渡担保において，被担保債権の弁済期後に譲渡担保権
者の債権者が目的不動産を差し押さえ，その旨の登記がされたときは，設定者は，
差押登記後に債務の全額を弁済しても，第三者異議の訴えにより強制執行の不許を
求めることはできないと解するのが相当である。なぜなら，設定者が債務の履行を
遅滞したときは，譲渡担保権者は目的不動産を処分する権能を取得するから（最高
裁昭和 55 年（オ）第 153 号同 57 年 1 月 22 日第二小法廷判決・民集 36 巻 1 号 92
頁参照），被担保債権の弁済期後は，設定者としては，目的不動産が換価処分され
ることを受忍すべきものというべきところ，譲渡担保権者の債権者による目的不動
産の強制競売による換価も，譲渡担保権者による換価処分と同様に受忍すべきもの
ということができるのであって，目的不動産を差し押さえた譲渡担保権者の債権者
との関係では，差押え後の受戻権行使による目的不動産の所有権の回復を主張する
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ことができなくてもやむを得ないというべきだからである。
上記と異なり，被担保債権の弁済期前に譲渡担保権者の債権者が目的不動産を
差し押さえた場合は，少なくとも，設定者が弁済期までに債務の全額を弁済して
目的不動産を受け戻したときは，設定者は，第三者異議の訴えにより強制執行の
不許を求めることができると解するのが相当である。なぜなら，弁済期前におい
ては，譲渡担保権者は，債権担保の目的を達するのに必要な範囲内で目的不動産
の所有権を有するにすぎず，目的不動産を処分する権能を有しないから，このよ
うな差押えによって設定者による受戻権の行使が制限されると解すべき理由はな
いからである」。
Ⅱ　「これを本件についてみるに，原審が適法に確定した事実関係によれば，被担
保債権の弁済期後に譲渡担保権者の債権者であるYが目的不動産を差し押さえ，
その差押登記後に設定者であるXが受戻権を行使したというのであるから，Xは，
受戻権の行使による目的不動産の所有権の回復を差押債権者であるYに主張する
ことができず，第三者異議の訴えによって強制執行の不許を求めることはできない
というべきである」。
研究 1	
Ⅰ	 本判決の意義
本判決は，不動産譲渡担保を設定した当事者間において当初約定された被担保債
権の弁済期後に目的不動産が譲渡担保権者の債権者によって差し押さえられ，その
旨の登記がなされた場合に，譲渡担保権設定者は被担保債務の全額を弁済しても，
第三者異議の訴えにより強制執行の不許を求めることはできないとした最高裁の初
判断である。従来の判例においては，譲渡担保権者に対する関係において譲渡担保
権設定者による目的不動産の受戻しが問題となったものがほとんどであったが，本
判決では，譲渡担保権設定者による目的不動産の受戻しにつき，譲渡担保権者の債
権者に対する関係が問題となっている点に特徴がある。
Ⅱ	 譲渡担保権設定者による目的不動産の受戻しの時期をめぐる従来の判例・学説
と本判決の立場
1	 従来の判例の立場
（1）本判決の引用する最二判昭和 57・1・22（民集 36 巻 1 号 92 頁）は，借入金
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債務の担保として自己所有の不動産（土地）を譲渡担保に供した債務者（譲渡担
保権設定者）が，借入金債務の弁済期から 20 年以上を経過した後に借入金債務
を弁済し，債権者（譲渡担保権者）に対し不動産についての所有権移転登記手続
を求めたという事案において，「不動産を目的とする譲渡担保契約において，債
務者が債務の履行を遅滞したときは，債権者は，目的不動産を処分する権能を取
得し，この権能に基づいて，当該不動産を適正に評価された価額で自己の所有に
帰せしめること，又は相当の価格で第三者に売却等をすることによって，これを
換価処分し，その評価額又は売却代金等をもって自己の債権の弁済に充てること
ができるが，他方，債務者は，債務の弁済期の到来後も，債権者による換価処分
が完結するに至るまでは，債務を弁済して目的物を取り戻すことができる，と解
するのが相当である」とした。しかし，この判決においては，譲渡担保権設定者
による目的不動産の受戻しができなくなる「換価処分の完結」とは何を意味する
のかについては具体的に示されなかった 2。
（2）最二判昭和 57・4・23（金法 1007 号 43 頁）は，譲渡担保権者が被担保債権
の弁済期後に目的不動産を第三者に譲渡して所有権移転登記を経由した場合にお
ける譲渡担保権設定者による目的不動産の受戻しが問題となった事案において，
「債務者は右債権について清算がなされるまではこれを弁済して目的不動産を取
り戻すことができるが，債権者が譲渡担保により目的不動産の所有権を取得した
として，右不動産の所有権を第三者に譲渡して所有権移転登記がされたときは，
右清算がなされていない場合であっても，右不動産の所有権が譲渡担保権者を経
て第三者に移転するものと解するのが相当である」とし，譲渡担保権者が，弁済
期後清算前に目的不動産を第三者に譲渡して所有権移転登記がなされた場合，譲
渡担保権設定者は目的不動産を受け戻すことができなくなることを示唆する判断
を示した 3。
（3）最一判昭和 62・2・12（民集 41 巻 1 号 67 頁）は，譲渡担保権設定者（債務者）
が弁済期を徒過しても貸金債務の履行をしなかったため，譲渡担保権者が目的
不動産を第三者に売却して所有権移転登記を経由させたので，譲渡担保権設定
者が譲渡担保権者に対し目的不動産の売却の時点で清算金支払義務が発生した
と主張し，売却時を基準時とする清算金の支払いを求めたという事案において，
当該譲渡担保を帰属清算型の譲渡担保と認定したうえで，「帰属清算型の譲渡担
保においては，債務者が債務の履行を遅滞し，債権者が債務者に対し目的不動
産を確定的に自己の所有に帰せしめる旨の意思表示をしても，債権者が債務者
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に対して清算金の支払若しくはその提供又は目的不動産の適正評価額が債務の
額を上回らない旨の通知をしない限り，債務者は受戻権を有し，債務の全額を
弁済して譲渡担保権を消滅させることができるのであるから，債権者が単に右
の意思表示をしただけでは，未だ債務消滅の効果を生ぜず，したがって清算金
の有無及びその額が確定しないため，債権者の清算義務は具体的に確定しない
ものというべきである。もっとも，債権者が清算金の支払若しくはその提供又
は目的不動産の適正評価額が債務の額を上回らない旨の通知をせず，かつ，債
務者も債務の弁済をしないうちに，債権者が目的不動産を第三者に売却等をし
たときは，債務者はその時点で受戻権ひいては目的不動産の所有権を終局的に
失い，同時に被担保債権消滅の効果が発生するとともに，右時点を基準時とし
て清算金の有無及びその額が確定されるものと解するのが相当である」とし，
帰属清算型の譲渡担保においても，譲渡担保権者が弁済期後清算前に目的不動
産を第三者に売却等したときは，譲渡担保権設定者は目的不動産を受け戻すこ
とができなくなることを示唆する判断を示した。
（4）最三判平成 6・2・22（民集 48 巻 2 号 414 頁）は，譲渡担保権者が被担保
債権の弁済期後に目的不動産を譲渡した場合における譲渡担保権設定者による
目的不動産の受戻しが直接の争点とされた事案において，「不動産を目的とする
譲渡担保契約において，債務者が弁済期に債務の弁済をしない場合には，債権
者は，右譲渡担保契約がいわゆる帰属清算型であると処分清算型であるとを問
わず，目的物を処分する権能を取得するから，債権者がこの権能に基づいて目
的物を第三者に譲渡したときは，原則として，譲受人は目的物の所有権を確定
的に取得し，債務者は，清算金がある場合に債権者に対してその支払を求める
ことができるにとどまり，残債務を弁済して目的物を受け戻すことはできなく
なるものと解するのが相当である」とし，帰属清算型と処分清算型を区別する
ことなく，譲渡担保権設定者による目的不動産の受戻しの可否は，被担保債権
の弁済期を基準として決せられるとした。もっとも，譲渡担保権設定者による
弁済期後の被担保債権の弁済を否定する趣旨ではなく，弁済期が到来して譲渡
担保権者が目的不動産について処分権能を取得したとしても，その処分権能に
基づく処分を実行する前に譲渡担保権設定者が被担保債務を弁済し目的不動産
を受け戻す余地はあるものと解される。
2	 従来の学説の立場
（1）判例と同様，帰属清算型と処分清算型を区別することなく，譲渡担保にあっ
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ては，債権担保のための所有権移転という事実が眼目なのであり，清算方法がい
ずれであるかは，単なる便宜ないし方法の問題でしかないとし，帰属清算型が約
定された場合であっても，譲渡担保権設定者が弁済期後に被担保債務を弁済しな
い限り，譲渡担保権者による目的不動産の私的実行ないし処分は自由に認められ，
その後は譲渡担保権設定者の清算金請求権のみが残るとする見解がある 4。
（2）帰属清算型と処分清算型とを区別し，前者の場合，適正な清算金の支払いま
たは提供あるいは清算金の通知があるまで，後者の場合，処分契約が締結される
まで，譲渡担保権設定者は被担保債務を弁済して目的不動産を受け戻すことがで
きるとする見解がある 5。
3	 本判決の立場
　本判決においても，従来の判例の立場と同様，帰属清算型と処分清算型を区別
することなく，「設定者が債務の履行を遅滞したときは，譲渡担保権者は目的不
動産を処分する権能を取得する」として，被担保債権の弁済期を基準として，譲
渡担保権設定者による目的不動産の受戻しの可否が決せられると判断している 6。
また，本判決は，譲渡担保権者による第三者に対する目的不動産の譲渡の場合の
みならず，譲渡担保権者の債権者による差押えがなされた場合においても同様の
基準を適用したものと解される。
Ⅲ	 弁済期後における譲渡担保権者の債権者による目的不動産に対する強制競売に
基づく換価と譲渡担保権者による目的不動産の換価処分との異同
本判決は，譲渡担保権設定者が債務の履行を遅滞すると，譲渡担保権者は目的不
動産を処分する権能を取得するため，被担保債権の弁済期後，譲渡担保権設定者は
目的不動産が換価処分されることを受忍すべき立場にあるとし，このことは，譲渡
担保権者の債権者による目的不動産の強制競売による換価にも妥当するとしてい
る。しかし，強制競売による換価とはいえ，本件の事案においては，差押登記がな
されたのみであり，まだ所有権の移転はない。この点をいかに解すべきであろうか。
1	 第一審の判断
　この点につき，第一審は，譲渡担保権設定者が譲渡担保権者による目的不動産の
換価処分を完結するまで，被担保債務を弁済して目的不動産を受け戻し，その所有
権を回復することができ，このことは譲渡担保権者の債権者が目的不動産に対して
強制執行をした場合も同様に解すべきとする。第一審の判断も本判決の判断と同様
のものであると解されるが，その理由付けが明確にされていない。
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2	 原審の判断とその理由付け
この点につき，第一審と同様の判断をした原審は，以下のような理由付けをして
いる。
（1）前掲最一判昭和 62・2・12 および最三判平成 6・2・22 を挙げ，これらの判
例における譲渡担保権者による目的物の「処分」は，任意の譲渡等のみならず，
民事執行法による強制執行等を含むと解するのが相当であるとする。その理由と
して，譲渡担保権者が自己の債権の満足を得るために任意に処分する権能を取得
した不動産である以上，譲渡担保権者の債権者からしても，その債権に対する共
同引当て財産とするのが相当であることを挙げる。
（2）実質的には，譲渡担保権者の債権者による差押えと，譲渡担保権者による処
分とは譲渡担保権設定時における譲渡担保権設定者の予測が異なり，また，法的
には，清算前の譲渡担保権者の権利は差押え可能な完全な所有権ではないので，
被担保債権の弁済期の前後を問わず，清算金支払いまで，譲渡担保権設定者は目
的不動産を受け戻すことができるとする被控訴人（X）の主張に対し，原審は以
下のように説示する。実質面につき，たしかに，譲渡担保権者の債権者による差
押えは，譲渡担保権設定者の譲渡担保権設定時の意図とは異なる点があり得る。
しかし，譲渡担保権者の立場からすれば，目的不動産の処分による債権の満足と
いう点でなお共通点があるといえなくはない。また，法的側面につき，たしか
に，清算前の譲渡担保権者の不動産に対する権利は完全な所有権ではないという
点は，譲渡担保目的とされていない不動産の所有権と異なる点があることは否定
できない。しかし，金銭債権の引当てになるという点では，いずれの所有権にお
いても異なるところがない。
3	 本判決の判断
原審の引用する前掲最三判平成 6・2・22 に関する最高裁判所調査官の解説にお
いては，前掲最一判昭和 62・2・12 にいう「売買等」や前掲最三判平成 6・2・22
にいう「譲渡」が譲渡担保権の実行行為であり，その実行により譲渡担保権設定者
は目的不動産を受け戻すことができなくなるとされている。そして，譲渡担保は，
権利移転型担保であるため，その実行行為も所有権の移転と結びつけられるべきも
のと解され，目的不動産の所有権を第三者に移転する行為でなければならないと説
示されている 7。このことから，本件のように譲渡担保権者の債権者による目的不
動産に対する差押登記をもって，譲渡担保権の実行行為と同様に解すべきかについ
ては疑問が残る 8。しかし，堀龍兒教授が指摘されるように，譲渡担保権設定者が，
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実際に換価処分がなされるまで目的不動産を受け戻すことができるとすると，譲渡
担保権者の債権者は不安定な立場に置かれることとの衡平を図るために，本判決は，
譲渡担保権者の債権者による目的不動産の強制競売による換価と譲渡担保権者によ
る第三者への目的不動産の換価処分を同様に扱っているとみるほかなかろう 9。
Ⅳ	 弁済期を基準とする譲渡担保権者の処分権能
1	 本判決の判断
本判決は，被担保債権の弁済期後に譲渡担保権者の債権者が目的不動産を差し押
さえ，その旨の登記がなされた場合，譲渡担保権設定者は，差押登記後に債務の全
額を弁済して，第三者異議の訴えにより強制執行の不許を求めることができないと
する一方で，傍論において弁済期前に譲渡担保権者の債権者が目的不動産を差し押
さえた場合に，譲渡担保権設定者が弁済期までに債務の全額を弁済して目的不動産
を受け戻したときは，譲渡担保権設定者は第三者異議の訴えにより強制執行の不許
を求めることができるとする。そして，その理由として，弁済期前において，譲渡
担保権者は，債権担保の目的を達するのに必要な範囲内で目的不動産の所有権を有
するにすぎず，目的不動産を処分する権能を有しないから，このような差押えによっ
て譲渡担保権設定者による目的不動産の受戻しを制限する理由はないことを挙げ
る。本判決は，譲渡担保権設定者による目的不動産の受戻しが譲渡担保権者の債権
者による差押えと被担保債権の弁済期の先後によって決まることを明らかにした。
前述のごとく，従来の判例は，譲渡担保権者は，弁済期後に目的不動産の処分権能
を取得するとし，本判決も，同様に解している。
2	 下級審裁判例
譲渡担保権設定者と譲渡担保権者の債権者に対する関係で目的不動産の受戻しを
論じた最高裁判例は，本判決が初めてであるが，下級審裁判例（東京地判平成 10・
3・31 金法 1534 号 78 頁）においては，貸金債権を担保するために，目的不動産に
つき譲渡担保権が設定され，売買を原因とする登記がなされ，被担保債務の弁済期
前に譲渡担保権者の債権者が仮差押えをなしたため，譲渡担保権設定者が第三者異
議の訴えを提起したという事案において，前掲最二判昭和 57・1・22 および最三判
平成 6・2・22 を引用したうえで，これらの判例の場合とは逆に，「譲渡担保権者が
目的物件を処分する権能を取得する以前においては，譲渡担保権者が目的物件を譲
渡したとしてもなお，譲渡担保設定者は被担保債権を弁済して目的物件を受け戻す
ことができると解される余地があるというべきである」とし，仮差押えの時点では
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貸金債権の履行遅滞は発生しておらず，譲渡担保権者が目的不動産の処分権能を取
得していなかったことを理由に，譲渡担保権設定者の第三者異議の訴えを認めたも
のがある。
Ⅴ	 本件における被担保債権の弁済期到来の有無
1	 弁済期の判断
本判決は，弁済期を基準として譲渡担保権者の目的不動産の処分権能・譲渡担保
権者の債権者による差押えおよび譲渡担保権設定者による目的不動産の受戻し・第
三者異議の訴えの提起の許否を判断しているため，本件において弁済期が到来して
いたか否かは，事実認定上の問題ではあるものの重要な問題と解される。
2	 弁済期に関する各審級の判断
弁済期については，第一審と原審・最高裁で異なる判断がなされている。
（1）第一審の判断
　譲渡担保権設定者（X）が，譲渡担保権者（A）に対し，当初約定された「弁
済期までにその元本は弁済していなかったものの，その後も利息を支払い期限の
猶予を得て」いるとし，本件事案を弁済期前に差押えがなされた場合と位置付
け，譲渡担保権者の債権者（Y）に対する	Xの第三者異議の訴えを認めた。
（2）原審の判断
　譲渡担保権設定者（X）の譲渡担保権者（A）に対する「各利息の支払があり，
その都度弁済期日の猶予を得ていたこと，最終的には返済期日の定めなく猶予さ
れていた」としながらも，当初約定された弁済期を徒過したことにより，譲渡担
保権者（A）が目的不動産の処分権能を取得しているので，譲渡担保権者の債権
者（Y）に受戻しを対抗することができないと解しているように思われる 10。
（3）最高裁の判断
　「原審が適法に確定した事実関係によれば，被担保債権の弁済期後に譲渡担保
権者の債権者であるYが目的不動産を差し押さえ，その差押登記後に設定者で
あるXが受戻権を行使したというのであるから」として，原審の判断と同様，
当初約定された弁済期が変更されていないことを前提に，本件事案を弁済期後に
差押えがなされた場合と位置付けている。
3	 最高裁の判断に対する疑問
当初約定した弁済期が到来しても，その後当事者間で弁済期が変更され，変更後
の弁済期が到来するまでの間は，譲渡担保権者（A）に目的不動産の処分権限はな
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いはずであり，譲渡担保権設定者（X）は譲渡担保権者の債権者（Y）に対し目的
不動産の受戻しを主張することができるのではなかろうか。そして，原審は，弁済
期につき譲渡担保権設定者（X）が期限の猶予を得ていたとしながら，当初の弁済
期を基準としたことにつき，十分な説明をしていない。本判決が，原審認定事実か
ら本件において弁済期の変更がなかったとしたことには，疑問が残る 11。
最高裁の論理からすると，当初約定された弁済期の到来によって，譲渡担保権者（X）
が処分権能を取得するため，その後の弁済期の猶予というのは譲渡担保権の実行が
猶予されたことを意味することになろう 12。そのように解すると，当初約定された
弁済期到来後に譲渡担保権の実行が猶予されている状況においては，弁済期自体に
変更がなされていたとしても，譲渡担保権実行の猶予として判断されることになる
のであろうか。これは，事実認定上の問題ではあるが，今後解決されるべき課題と
解される。
Ⅵ	 譲渡担保権者の債権者がなした目的不動産への強制執行に対し，譲渡担保権設
定者が第三者異議の訴えを提起することの可否
1	 第三者異議の訴えを提起することができる時期
不動産譲渡担保の場合，通常，譲渡担保権の設定によって目的不動産の登記名義
が譲渡担保権者に移転されるので，本件のように譲渡担保権者の債権者が目的不動
産を差し押えるという事態が生じ得る。従来，譲渡担保権者の債権者が目的不動産
を差し押さえた場合，所有権的構成によると，譲渡担保権者に所有権が帰属してお
り，譲渡担保権設定者は目的不動産につき無権利者となるため，第三者異議の訴え
を提起することはできないとされていた 13。これに対し，担保権的構成によると，
譲渡担保権者に所有権の外観（登記名義）が存在するものの，譲渡担保権設定者は
目的不動産につき，完全に所有権を失っているわけではないため，第三者異議の訴
えを提起し得ると解されてきた 14。本判決は，譲渡担保権者より第三者に目的不動
産が譲渡された場合と同様に，被担保債権の弁済期を基準に，弁済期後に譲渡担保
権者の債権者が差押登記をした後に，譲渡担保権設定者が，被担保債務の全額を弁
済しても第三者異議の訴えにより強制執行の不許を求めることはできないとし，そ
の一方で，弁済期前に譲渡担保権者の債権者が目的不動産を差し押さえた場合，譲
渡担保権設定者が弁済期までに債務の全額を弁済して目的不動産を受け戻したとき
は，譲渡担保権設定者は，第三者異議の訴えにより強制執行の不許を求めることが
できるとする。このように，本判決は，譲渡担保権設定者が第三者異議の訴えを提
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起できる時期について，弁済期を基準としている点に特徴があるといえる。
2	 譲渡担保権者の債権者の保護
担保権的構成によると，譲渡担保権設定者は第三者異議の訴えを提起し得ること
になる一方で，譲渡担保権者に目的不動産の所有権移転登記がなされているため，
この所有権移転登記という外観を信頼した譲渡担保権者の債権者の保護を図る必要
が生ずる。このための法理として，94条2項の類推適用が主張されている15。そして，
94 条 2 項を類推適用する場合の帰責性として，譲渡担保設定契約の当事者の合意
により，所有権移転登記という外観（不完全表示）を作出したことによって，譲渡
担保権者の債権者を誤解させた点を挙げる 16。近時の下級審裁判例（前掲東京地判
平成 10・3・31）においても，不動産譲渡担保権の設定に際し，譲渡担保権者が売
買を原因とする所有権移転登記を経由し，弁済期前に譲渡担保権者の債権者が仮差
押えをし，仮差押登記を経由したところ，譲渡担保権設定者が第三者異議の訴えを
提起し，譲渡担保権者の債権者による仮差押えの排除を求めたという事案において，
譲渡担保権者の債権者は，仮差押えの際，登記をみて，譲渡担保権者が目的不動産
の所有権者であると考えて仮差押えをしたものであり，目的不動産について，譲渡
担保権者が譲渡担保権の設定を受けたのみの物件でいまだ譲渡担保権者の処分対象
とならないと認識していたということはできないとして，譲渡担保権者の債権者は，
94 条 2 項の類推適用により保護され，譲渡担保権設定者は第三者異議の訴えによ
り譲渡担保権者の債権者の仮差押えを排除することはできないとしたものがある。
また，本判決の原審の判断においても，弁済期前に目的不動産を差し押さえた譲渡
担保権者の債権者は，譲渡担保権者がまだ完全な処分権を有していないため，譲渡
担保を原因とする所有権移転登記は，権利の完全な公示ではないことを理由に，94
条 2 項を類推適用すると解される部分があるという指摘もなされている 17。
3	 私見
本判決の弁済期後に関する判断は，譲渡担保権者による目的不動産の換価処分と
譲渡担保権者の債権者による強制競売による換価を同様に解する点に若干疑問が残
るものの，弁済期後において，譲渡担保権設定者は譲渡担保権者による換価処分を
受忍すべき立場にあるので，譲渡担保権者の債権者に対し，第三者異議の訴えを提
起することができないとした結論には賛成である。そして，弁済期前において譲渡
担保権者が債権担保の目的を達するのに必要な範囲内で目的不動産の所有権を有す
るにすぎず，目的不動産を処分する権能を有しないため，譲渡担保権設定者が譲渡
担保権者の債権者による差押えに対し，第三者異議の訴えを提起することを認める
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本判決の傍論部分の判断からすると，この場合に，所有権移転登記を信頼した譲渡
担保権者の債権者に 94 条 2 項の類推適用による保護が図られることがあり得るか
が問題となる。この場合に，前述のごとく，94 条 2 項の類推適用を主張する見解
に立脚すると，譲渡担保設定契約当事者の合意により，所有権移転登記という外観
（不完全表示）を作出したことによって，譲渡担保権者の債権者を誤解させた点に
94 条 2 項を類推適用するうえでの帰責性を求めることになろう。しかし，この見
解に対しては，弁済期の前後に関わらず，目的不動産の所有権は，確定的にではな
いものの一応，譲渡担保権者に移転しているとみるべきであり，登記原因の如何に
関わらず，所有権移転を虚偽表示とみることはできず，譲渡担保権者への所有権移
転登記が無効であるともいえないとして，94 条 2 項の類推適用に反対する見解も
主張されている 18。いずれにせよ，本判決における弁済期前の差押えに関する判示
部分は傍論であり，94 条 2 項の類推適用に関する判断をしていないため，この問
題については，今後に残された課題といえよう。
注
1	 本判決に関する解説・評釈として，山野目章夫「ハノイの想い出と譲渡担保の新しい
判例」金判 1256 号 1 頁，黒田直行「本件判解」JA金融法務 425 号 53 頁以下，印藤弘
二「本件判批」金法 1794 号 4頁以下，田髙寬貴「本件判解」『平成 18年度重要判例解説』（有
斐閣，2007）74 頁以下，堀龍兒「本件判例レビュー」判タ 1234 号 20 頁以下，荒木新五「本
件判批」判タ 1234 号 41 頁以下，小山泰史「本件判批」金法 1803 号 77 頁以下，永石
一郎「本件判批」金判 1269 号 10 頁以下，松村和徳「本件判批」リマークス 120 頁以下，
太矢一彦「本件判批」銀法 677 号 72 頁以下などがある。
2	 道垣内弘人「最三判平成 6・2・22 判批」法協 112 巻 7 号 987 頁の指摘による。なお，
庄菊博「譲渡担保における所有権の移転―対内関係において」米倉明ほか（編）『金融
担保法講座Ⅲ　非典型担保』（筑摩書房，1986）所収 38 頁は，「換価処分するまでとは，
具体的には，受戻が可能である時期の客観化および担保権者（目的物の売主）が第三
者（目的物の買主）に損害賠償責任を負う危険性の有無を考慮すれば，担保権者と第
三者との間において目的物に関する売買契約が締結されるまでと理解されるべきであ
る」とする。
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